
◎第２次静岡県男女共同参画基本計画第３期実践計画（H30～R2）の評価概要  ※下線部は最新値
基本目
標

方
針

基本的施策 評価 評価の概要・主な指標（令和２年度末実績）

１　男女共同
参画社会の実
現に向けた制
度･慣行の見
直し、意識改
革の推進

Ｃ

　固定的な性別役割分担意識にとらわれない割合が少しずつ改善する一方で、男女の平等感については進展が不
十分であり、制度・慣行の見直しがまだ十分ではない。男女共同参画の啓発や意識改革への取組を引き続き推進
していく必要がある。

・「男は仕事、女は家事・育児」という役割分担意識にとらわれない男性の割合
　2017（基準値）：55.4%⇒2019：59.1%と増加した。
・性別にかかわりなく個性と能力を発揮できる機会が確保されていると思う県民の割合
　2017（基準値）：32.5%⇒2019：30.1%と減少した。

２　男女の人
権の尊重及び
男女平等の推
進に関する教
育･学習の充
実

Ｂ
＋

　男女の人権の尊重や男女平等の意識定着を図るため、子ども・若者に対する男女共同参画について学ぶ機会の
充実が求められる。また、学校関係者に対する研修や、児童・生徒に対する教育・学習機会を提供していく必要
がある。

　「人権尊重の意識が生活の中に定着した住み良い県となっている」と感じる人の割合
　2017（基準値）：37.1%⇒2020：48.2%と増加した。
　男女共同参画に関する題材を扱ったり、その考えを組み入れたりするなどした授業、講座や活動等を実施した学校の割合
　全ての校種で基準値を上回った。

３　男女間の
暴力及びセク
シュアル･ハ
ラスメント等
の根絶に向け
た取組の促進

Ｃ

　「過去１年間にＤＶを受けたことがある人の割合」は増加し、基準値から後退しているが、ドメスティック・
バイオレンス等の認知度向上により、従来は潜在化していた被害が顕在化したことも増加の一因と考えられる。
引き続き、市町と連携し、相談体制などの環境整備を進める。

　過去１年間にドメスティック・バイオレンスを受けたことがある人の割合
　2017：2.9%（基準値）⇒2019：4.0%と増加した。
　市町におけるドメスティック・バイオレンス防止ネットワーク設置市町数
　2017：29市町（基準値）⇒2020：33市町と増加した。

１　男女が共
に子育てや介
護等に主体的
に関わること
ができる環境
の整備

Ｂ
－

　男性の育児休業の取得率や保育所等待機児童数等、改善傾向にあるが、目標には達しなかった。今後も子育て
を支援する環境づくりに関する施策を更に推進していくことが求められる。

　男性の育児休業の取得率
　2015：2.9%（基準値）⇒2020：9.2%と増加しているが、目標値（13％）を下回った。
　保育所等待機児童数
　2017：456人(基準値)⇒2020:122人と減少しているが、目標値(0人)には達しなかった。

２　男女の健
康保持・増進
に向けた支援

Ｃ

　成人の喫煙率等の指標は改善傾向にあるが、目標との隔たりが大きい。受診に向けた啓発や、医療体制の整備
など、男女の健康の保持・増進に向けた一層の取組が必要である。

　成人の喫煙率(喫煙習慣のある人）
　2016：20.1%（基準値）⇒2019：18.6%と改善傾向にあるが、目標値(12%)とは乖離がある。

３　生活上
様々な困難を
抱える人が安
心して暮らせ
る環境の整備

Ｂ
－

　ひとり親家庭に対する細かな支援を充実させていくとともに、高齢者や障害者などの社会参画等について、積
極的な支援を進めていくことが求められる。

　社会参加している高齢者の割合
　2016：48.5%(基準値）⇒2019：72.4%と目標値（70％）を上回った。

１　政策や方
針を決定する
過程への女性
の参画拡大に
向けた取組の
促進

Ｂ

　政策や方針を決定する過程への女性の参画拡大に向けた取組の促進については、全体的に数値が伸びているも
のの、数値自体が低い現状にある。今後も市町との連携を強化し、女性があらゆる職域で自らの希望に応じて個
性と能力を発揮し、働き続けられる社会を実現するための取組を引き続き進めていくことが求められる。

　事業所の管理職に占める女性の割合（係長、課長、部長、それぞれの相当職）
　全体として増加傾向にある。
　係長2015：21.3%（基準値）⇒ 2020：27.1％
　課長2015：11.9%（同上   ⇒ 2020：14.5％
　部長2015： 7.8%（同上）⇒ 2020：11.1％

２　男女が共
に能力を発揮
できる就業環
境の整備

Ｂ

　「仕事と子育て（介護）の両立支援・職場環境づくりに取り組んでいる企業の割合」は増加傾向にある。「決
まって支給する現金支給額」の男女格差も改善しているが、依然男女間の隔たりは大きい。男女がともに能力を
発揮できる職業環境の整備については、施策の更なる充実が求められる。

　仕事と子育て（介護）の両立支援・職場環境づくりに取り組んでいる企業の割合
　2017：76.6%（基準値）⇒2020：94.8%と増加している。
　決まって支給する現金給与額（男女格差:/男性を100とした場合）
　2017：68.7%⇒2020：71.4%と改善傾向にあるが、男女間の格差は依然大きい。

３　国際社会
及び地域社会
の一員として
行う活動への
参画支援

Ｂ
＋

　公立学校ＰＴＡ会長の女性割合は増加傾向にある。今後も男女の固定的性別役割分担意識にとらわれない地域
活動をさらに促進していく。

　公立学校ＰＴＡ会長の女性割合
　小学生、中学生PTA会長ともに目標を達成した。

４　地域の課
題解決に向け
た実践的な取
組の推進

Ｂ

　男女共同参画に関する条例及び計画は、市町の推進体制の根幹となるため、市町担当職員会議等の機会を捉え
て、策定に必要な情報提供等の支援を行っていく。また、女性防災リーダー育成講座等の各種講座の実施によ
り、地域における女性リーダーの育成を図っていくとともに、男女の固定的性別役割分担意識にとらわれない地
域活動を推進していくことが必要である。

　市町の男女共同参画に関する条例制定率及び計画策定率
　条例策定は横ばいだが、計画策定は2017:85.7％（基準値）から2019：94.3%と改善している。

全体評価
Ｂ
－
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